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発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 
 

当社は、2024年２月26日開催の取締役会において決議いたしました、新株式発行及び当社株式の売

出しに関し、発行価格及び売出価格等を下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１.  公募による新株式発行（一般募集） 

(１) 発行価格（募集価格）   １株につき  484円 

(２) 発 行 価 格 の 総 額    363,000,000円 

(３) 払 込 金 額   １株につき 453.58円 

(４) 払 込 金 額 の 総 額    340,185,000円 

(５) 増加する資本金及び 

資 本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額  170,092,500円 

 増加する資本準備金の額  170,092,500円 

(６) 申 込 期 間  2024年３月６日（水）～2024年３月７日（木） 

(７) 払 込 期 日   2024年３月12日（火） 

（注）引受人は払込金額で買取引受けを行い、発行価格（募集価格）で募集を行います。 

 

２.  当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

(１) 売 出 株 式 数    112,000株 

(２) 売 出 価 格   １株につき  484円 

(３) 売 出 価 格 の 総 額    54,208,000円 

(４) 申 込 期 間  2024年３月６日（水）～2024年３月７日（木） 

(５) 受 渡 期 日   2024年３月13日（水） 

 
３.  第三者割当による新株式発行 

(１) 払 込 金 額   １株につき 453.58円 

(２) 払 込 金 額 の 総 額   （上限） 50,800,960円 

(３) 増加する資本金及び 

資 本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額 （上限） 25,400,480円 

 増加する資本準備金の額 （上限） 25,400,480円 

(４) 申 込 期 間 

（ 申 込 期 日 ）   2024年３月22日（金） 

(５) 払 込 期 日   2024年３月25日（月） 
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＜ご参考＞ 

１. 発行価格（募集価格）及び売出価格の算定 

(１) 算定基準日及びその価格 2024年３月５日（火） 507円 

(２) デ ィ ス カ ウ ン ト 率  4.54％ 

 

２. シンジケートカバー取引期間 

2024年３月８日（金）から2024年３月18日（月）まで 

 

３. 今回の調達資金の使途 

今回の一般募集及び本件第三者割当増資に係る手取概算額合計上限382,285,960円について、下

記の資金使途に充当し、残額が生じた場合には2026年３月期までに運転資金に充当する予定であり

ます。なお、具体的な充当時期までは当社預金口座にて適切に管理いたします。 

具体的な使途 
金額 

（百万円） 
充当予定時期 

① 年末調整システムの増強及び法改正の対応 203 2027年３月期まで 

② 給与計算基幹システムの増強及び更新投資 159 2027年３月期まで 

③ セキュリティ投資 20 2027年３月期まで 

合計 382 ― 

上記表中に記載された手取金の使途に関する詳細は以下のとおりであります。 

① 年末調整システムの増強及び法改正の対応 

当社グループの主力サービスである年末調整業務に関して、クラウドの年末調整システム

「簡単年調」を2017年10月にリリースしました。 

税制改正は毎年のように行われ、年末調整は年々複雑化しております。当社グループは税制

改正に対応しつつも、ユーザーの利便性を追求し続けることで競争力を確保し、当業務の拡大

を図ってまいりました。今後についても税制改正が既に決まっているものもあり、かつ年末調

整手続の電子化も進みつつあります。当社グループはこれらにいち早く対応し、またユーザー

の利便性向上による競争力の確保に向けて、2027年３月期までに毎期段階的に充当する予定で

あります。 

② 給与計算基幹システムの増強及び更新投資 

継続的に事業を拡大していくためには給与計算基幹システムの増強及び更新投資が必要とな

ります。今後も新規顧客を獲得し、当社の更なる成長及び収益拡大を図りたいと考えているた

め、2027年３月期までに適宜資金を充当する予定であります。 

③ セキュリティ投資 

当社グループが行っているＢＰＯ事業においては、顧客企業からの給与支給に関する情報を

はじめ、多数の個人情報を扱っております。多くの顧客企業は個人情報漏洩対策を重要な課題

として認識していることから、顧客企業からの信頼確保のために、情報管理体制を引き続き強

化してまいりたいと考えております。当該セキュリティ投資はその情報管理体制強化の一環で

あり、2027年３月期までに毎期段階的に充当する予定であります。 

なお、設備計画の内容につきましては、2024年２月26日に公表いたしました「新株式発行及び株

式売出し並びに親会社及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

以  上 


